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　かいのしょう
・よしお　企業
の税務業務のシ
ステム化支援
や、ＡＩを活用
した税務サービ
スの開発をリー

ド。記事寄稿に「ＢＥＰＳ に
おけるテクノロジー活用」（税務
研究会発行「国際税務」 年
月号）などがある。

持続的経営と税　（ ）

　　　ＥＹ税理士法人　シニアマネージャー　甲斐荘　芳生氏

　世界で税務当局のデジタルトラ
ンスフォーメーション（ＤＸ）が
進んでいる。
　これまでも各国当局は手続き・
業務のデジタル化を進めており、
オンライン税務申告や当局間での
租税情報の電子的な交換を実現し
てきたが、ここ数年は当局の業務
自体の再構築へと動いている。税
務調査での人工知能（ＡＩ）活用
や当局による企業のリアルタイム
データ収集など先端技術を取り入
れ、行政・民間双方の業務プロセ
スの再構築を促す動きといえる。
　税務当局は、税務調査の対象選
定にビッグデータを分析するデー
タマイニングや機械学習といった
データ分析技術を活用し始めてい
る。当局が保有する納税者情報や
過去の税務調査の結果を基に、調
査精度の向上に役立てている。こ
うした税務調査へのＡＩ活用は、
経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）で
の情報共有などをきっかけに、

年ごろには日本を含む各国へ
と取り組みが広がっている。
　中南米や欧州諸国の一部は「継
続的取引管理（ＣＴＣ）」と呼ばれ
る仕組みで、当局が民間企業の取
引情報に常時アクセスし、付加価
値税（日本の消費税に相当）の不
適切な税務処理を未然に防いでい
る。ガイドライン策定には国際商
業会議所（ＩＣＣ）が関与するな
ど、行政と民間の協調で国際的な
デファクトスタンダード（事実上
の標準）が出来上がりつつある。

　日本でも国税庁が 年に「税務
行政のデジタル・トランスフォー
メーション」を発表したほか、政
府税制調査会（首相の諮問機関）
で税務手続きのデジタル化が議論
されるなど、世界の潮流に沿った
検討が始まっている。
　改革の潮流の背景の一つには、
納税者からの利便性向上の要求が
ある。新型コロナウイルス禍では
日本の行政手続きのデジタル化の
遅れが顕在化したのは記憶に新し
い。その際、税務の電子手続きを
初めて利用した納税者はその利便
性に気づいた。
　企業にとっても税務調査対応の
負担の低減にもなる。大企業への
税務調査は数年おきに数カ月以上
に及ぶ。税務処理の誤りを未然に
防止する仕組みの構築は、企業に
とって目下の課題となっている。
税務当局が企業の取引を常時モニ
ターするＣＴＣは、ドラスチック
な施策だが、民間企業が「名を捨
てて実を取る」意味での成功例と
もいえる。
　海外の税務当局が取り組むＤＸ
施策だが、従来の日本の税務当局
や企業の税務担当の職務とは大き
く異なっている。このため、行政
・民間双方で人員の配置転換や専
門人材の拡充を含む組織のリスト
ラクチャリング（再構築）が不可
欠になる。
　日本が先行する各国に追いつく
ためには、行政・民間の関係者が
コミュニケーションを深め、ウイ
ンウインとなる理想像を話し合う
ことも重要だろう。進歩が著しい
テクノロジーの活用をテコに、税
務行政のＤＸを通じた行政と民間
の協働によるプラスサム社会の実
現が望まれる。


